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お盆を過ぎると流石に朝夕はめっきり涼しくなりましたが、日中はまだまだ厳しい暑さ

が残っているようです。

宮崎県防衛協会 青年部会 宮崎支部会員諸兄におかれましては、この暑い夏を乗り切

り恙なくお過ごしの事と拝察致します。

先月の自衛隊関連行事は 7 日に恒例の「新田原基地納涼の夕べ」が格納庫内で開催され、

F15を眺めながら旨いビールを頂きました。

また 15 日の護国神社終戦記念慰霊祭は台風襲来のため中止され、規模を縮小しての開

催となりその記事が宮日新聞にも掲載されていましたので、ご存じの事かと思います。

そして 25 日は東富士演習場で「富士総合火力展示演習」が挙行されましたが、今年は

調整が付かず残念ながら参加できませんでした。

ところで昨今日本は慰安婦や徴用工問題に端を発した韓国文政権との軋轢が凄まじく、

経済のみに止まらず安全保障にまでその影響が及ぼうとしています。

そこで今月は興味深い関連記事を 2 本転載致しますので是非ともご一読頂き、皆様から

の感想などを賜れば幸いです。

ダイヤモンド・オンライン 武藤正敏 2019/08/05 06:00

韓国「ゴリ押し」外交、世論を焚き付け米国にすがる戦術を元駐韓大使が大解剖

日本政府が韓国をホワイト国のリストから除外する閣議決定を受け、文在寅大統領は臨時

閣僚会議を開いた Photo:アフロ © Diamond, Inc提供日本政府が韓国をホワイト国のリス

トから除外する閣議決定を受け、文在寅大統領は臨時閣僚会議を開いた Photo:アフロ

日本政府は 2 日、韓国を輸出の優遇措置を適用する「ホワイト国」のリストから除外す

る決定を行った。これに危機感を覚えた韓国政府は、この数週間、あらゆる手段を使って、

この決定を阻止しようとしていた。

そして除外決定後の韓国の反応を見ると、私がこれまで韓国との交渉で経験してきた「ゴ

リ押し」そのものであり、交渉で両国間の利害を調整しようなどという意志が全く感じら

れないやり方を、ところ構わず展開している。そうした韓国の典型的な外交交渉とはどう

いうものか、これを受け日本はこの問題にどう対応していくべきか、考察してみたい。

韓国の外交交渉の典型的パターンとは～韓国の典型的な外交交渉のやり方は、次の 2 つの

パターンである。

（1） 日本との交渉の際、日本に要求する内容を事前にリークし、それによって世論の流

れをつくる。次に、韓国の世論が強く求めていくこと、つまり譲れない一線を日本に迫っ

てくる。その一方で、日本が要求することは「世論が受け付けない」「司法当局に影響力

を行使できない」など様々な理由をつけて拒絶する。

こうしたやり方をするため、これまでの交渉で韓国が日本の要求を大幅に受け入れたこ

とを、私は記憶していない。韓国は、自身の要求を一部譲歩したくらいである。世論を背

にする交渉は立場が強くなるが、逆に譲歩の余地を狭め、妥協を難しくする。現在はまさ
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にこのような状況にある。

（2） 米国などを利用し、日本に圧力をかけるとともに、国際会議に出向き日本批判を繰

り返す。慰安婦問題などが典型的な例であるが、日本の雰囲気はもはやこのような韓国の

小細工は受け入れないほど、韓国に対して厳しくなっている。

今回の韓国の外交交渉のやり方は、まさにこれだ。日本はこうした小細工に屈していて

は、今後とも韓国との関係は公平なものにならないであろう。

国内世論を交渉の道具に～韓国の外交手法を大解剖

今回の韓国がとった外交手法を整理してみたい。大きく 3 つある。

（1）「ホワイト国」除外反発祭りの演出

●日本製品の不買運動

韓国では、日本製品不買運動に賛同する人が当初の 40％台から 60％台へ跳ね上がり、

盛り上がりを見せている。この数字は、必ずしも積極的に不買運動に賛同する人でばかり

ではないが、韓国にはこうした運動に対し、反対と言えない雰囲気がある。

韓国には、日本の措置に対する有効な対応策がなく、不買運動によって日本企業に損失

を与えられることを印象付けようとしている。ただ冷静に見れば、日本製品の韓国への輸

出は全体の数％に過ぎず、それほどの被害を与えるものではないとも聞く。

●ローソクデモ

7 月 27 日の土曜日から、ソウル中心部の広場でローソクデモが繰り広げられ、「安倍政

権にノーと言おう」とのスローガンの下、初日には主催者発表で 5000 人が結集した模様

である。2 日目の 3 日は同 1 万 5000人という（朴槿恵弾劾のときは、初日 2 万、2日目 20

万と急増）。

このデモを主導したのは、親北朝鮮系の学生団体「韓国大学生進歩連合」であり、これ

に民主労総、全教組などが加わった 596団体であるといわれる。これは朴槿恵政権弾劾を

主導した勢力である。彼らが乗り出したことで、今後毎週、土曜日に集会を開き、8 月 15

日の光復節に向けて相当な盛り上がりを見せ、過激化していく可能性がある。

これに対する対策としては、朴槿恵氏の弾劾に向けてデモの効果が増してきたときと比

べ、日本の反応が少ないと思わせることである。その意味で、日本のマスコミにはあまり

騒がないでもらいたい。ただ、感情的な韓国でそれがどの程度効果を発揮するか未知数で
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ある。

●日本旅行・交流の中止

さらに、日本への旅行のキャンセル、日本の地方交流中止の動きが広がっており、実際

に対馬や鳥取など韓国人観光客でに賑わってきた地域では、すでに大きな痛手を被ってい

るところもあるようである。

こうした地域には、観光客の多角化も容易には実現できないところもある。できれば日

本人観光客がもっと訪れ、支援していきたいものである。

●文大統領による日本非難と対抗措置

「ホワイト国」除外の決定後、文在寅大統領は閣議を主宰し、テレビの生中継で「極めて

無謀な決定だ」と非難し、「状況を悪化させた責任は日本政府にある。今後起きる事態の

責任も全面的に日本政府にあることを警告する」として日本を非難した。さらに「日本に

対する相応の措置を取る」と述べた。

これを受けて洪楠基（ホン・ナムギ）経済副総理兼企画財政相は「韓国も優遇対象から

日本を外し、輸出管理を強化する」と表明したが、日本を優遇措置から外してもそれほど

実効性があるものではない。文大統領の発言は、韓国国民の反日の雰囲気を結集すること

にあると見るべきであろう。それはまた、与党の研究機関が「反日は来年の総選挙に有利」

と予想したように、国内政治的な観点でも見る必要がある。

韓国で日本への不満が高まることで、自身の無策に対する韓国国内の批判をそらし、さ

らに一層の反日の動きを盛り上げることで、日本に与える実害を印象づけようとしている。

同時に、日本のマスコミ、地方政府、経済界に、安倍政権への働きかけを促し、「ホワイ

ト国」から韓国を除外する決定への反発を、日本で盛り上げようとするであろう。日本の

マスコミの一部や地方政府には、韓国の反応に逐一反応するところもあるが、それは韓国

の思う壺である。

さらに、今韓国で取り沙汰されているのは、軍事情報包括保護協定（GSOMIA）の廃棄

である。しかし韓国政府の中で、北朝鮮に関して最も詳しい徐薫（ソ・フン）国家情報院

長が否定的なように、これは日本に実害を与えるというよりは、韓国の安保を一層危険に

晒すばかりでなく、米国の不興を買うことになりかねない。

日本にとって最悪の事態は、こうした韓国の日米韓連携離れが米国の韓国離れとなり、

在韓米軍の縮小につながるときである。

韓国はこれまで、常にこうしたやり方で日本の譲歩を求め、そして多くの場合日本が妥
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協してきた。しかし、これでは日韓の健全な関係はあり得ない。特に今回の件は、日本の

安全保障を左右する輸出管理の運用の問題である。ここは毅然と、世論を巻き込んだ韓国

の圧力をはねつけることが肝要である。

日本にとっても経済的損失はあるが、韓国にとっての損失ははるかに大きい。だからこ

そ韓国は、必死にあらゆる手段を使って、「ホワイト国」除外の決定を撤回させようとす

るのである。

（2） 国際法違反状態を無視

日本が韓国に求めるのは、韓国が国際的な約束に反した行動を取っている徴用工問題へ

の対応である。文大統領は徴用工問題に対する最高裁の判決は尊重するとし、日本の要求

を門前払いしている。

文大統領は「加害者の日本が大声を上げる状況を決して座視しない」「我々は二度と日

本に負けない」などと挑戦的な発言を行い、日本の要求は全く考慮しない姿勢を堅持して

いる。

日本の要求をはねつける際に決まって言うのは、韓国世論が受け付けないということで

ある。ただ、徴用工問題に関して最も強硬なのは文大統領であり、国民世論ではない。文

大統領は国民世論を焚き付けているのである。

韓国は常に、世論の声をバックに日本の要求をはねつけてきた。韓国は日本の歴史教科

書は批判するが、反日的な記述で溢れている韓国自身の教科書を是正する気配はない。竹

島問題にしても、韓国は領土問題を歴史問題にすり替え、日本の言い分には一切耳を傾け

ない。経済関係にしても、韓国側は貿易赤字の是正は求めるが、福島産の水産物について

日本への配慮は一切ない。これらについては、いずれも韓国の国内世論を理由に挙げてい

る。

韓国のみが要求を突きつけ日本の要求はねつける、これでは友好国の対応とは言えない。

（3）国内世論の焚き付け

外交交渉は相手のあるものだ。これをうまくまとめようとするときには、国内世論の説

得が極めて重要である。時として、外国との交渉よりも国内の説得の方が困難なこともあ

る。外国との交渉をまとめようとするときには、効果的な事前の根回しが不可欠である。

たとえば徴用工問題だが、韓国のマスコミは徴用工に関して同情的な論調を繰り広げて

いる。このときに日本との関係を重視するのであれば、日韓国交正常化交渉における経緯

を国内でも説明し、韓国政府としての責務を果たしていくことで、国内の世論を静めるの
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が筋である。しかし、韓国政府がやっていることはそれとは真逆で、世論を焚き付けるだ

けである。

外交交渉が困難なものであればあるほど、冷静さが求められる。冷静に交渉を行い、相

手から、交渉によって最大限の譲歩を獲得したとして説得するのが常套手段である。国内

世論を盛り上げることは、自らの立場をより困難なところに追い込むだけである。

文政権は、表面上は外交的努力を尽くしているというが、実際には日本に譲歩を迫って

いるだけであり、日本と真摯な交渉をしようという意志は微塵も感じられない。文政権は

強硬姿勢を振りかざし、支持率が若干向上しているが、日本から一切の譲歩を得られない

場合、政権に対する批判は高まって行こう。一時しのぎの強硬策では、韓国は困難に陥る

ばかりである。

米国はじめ諸外国を巻き込み日本非難を展開

韓国は、日本との交渉で思うようにいかない場合、米国および国際会議の場を利用して

日本非難を繰り返してきた。

慰安婦問題では、米国議会にロビー活動を仕掛けるとともに、米国各地に慰安婦像を設

置し、在米韓国人を使って各地の地方政府に働きかけ、国際会議の場を利用して、日本の

歴史歪曲、元慰安婦に対する冷たい姿勢を訴え続けてきた。

今回の輸出管理の運用変更についても、同様な手法で日本に圧力をかけようとしている。

米国に対しては、日本の輸出管理の変更は徴用工問題への報復だとして、日本の非友好

的態度は日米韓の連携を揺るがし、GSOMIA の破棄にも至る可能性があると脅迫してい

る。これを受け、ポンぺオ長官は ARF（東南アジア地域フォーラム、地域安保を話し合

う）の場において、日米韓会合を開催し、仲介に出るとの見方があった。

しかし、実際には「日韓両国が協力して前に進むことを促したい」と述べただけのよう

である。日米韓会談が 2 日午後になった時点で、日本が仲介に応じないとの意思が確認で

きていたのではないか。また河野大臣との事前の接触でも、仲介の動きはなかった。

仮に仲介するとなれば、事前に説得するのが常套手段である。しかし、日本が今回の措

置をあくまでも安保上の懸念によって行っていること、日本が譲歩することはあり得ない

ことを理解したということであろう。日本は、韓国が輸出管理の適正化をいかに怠ってい

るか、不適切な事案とはどのようなもので、日本の信頼をいかに失っているか、韓国には

言わなくとも米国には説明しているであろう。

こうして、日本は 2 日に淡々と韓国を「ホワイト国」から除外する閣議決定を行った。
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これは正しい選択である。そもそも韓国は GSOMIA を破棄するなどと言って米国の同

情を買おうとした。しかし、韓国は昨年 9 月に米国との十分な事前調整もなく、北朝鮮と

軍事合意を行い、38 度線沿いの偵察飛行をやめている。さらに徴用工問題で日本の信頼

を決定的に損ない、日米韓の連携を崩している。韓国は自らの安保を危険に晒す行動を取

っているのである。

米国にとって韓国は、面倒くさい相手と映っているだろう。日韓関係修復のために日本

が譲歩して欲しいとの気持ちはあるかもしれないが、韓国がいかに滅茶苦茶な国かは、ポ

ンぺオ長官が一番よく知っているはずである。

韓国はまた、この問題を場違いな WTO 一般理事会に持ち出して、日本を非難し、さら

には ARF や RCEP（東アジア経済連携交渉）の会合においても日本を非難した。

そもそも韓国を輸出管理体制の中に入れるよう支援してきたのは日本であり、それ以外

にも国連の場などで韓国を支援してきたが、韓国がこうした行動を続けるのであれば、そ

れらももう終わりである。日本が韓国の非難に対し、いちいち説明をしなければならない

のは面倒であるが、これも韓国の行動にら端を発していることであり、このような行動を

繰り返す韓国は一層の不利益を被るかも知れない。

韓国の嫌がらせに対しては日本全体で対応を

韓国はこのように、日本政府と交渉をするときはあらゆる手段を使って嫌がらせをして

くる。

日本は冷静であるべきで、韓国のこうした行動にいちいち反応し、日韓関係を修復すべ

きだとマスコミなどで論じることは、韓国の強硬手段を増長させるだけで逆効果である。

韓国のこれまでの行動を見るに、今辿っている道はいつかは通らなければならないプロセ

スであるように思う。

今、韓国がしようとしていることは、戦後の日韓関係の基盤を覆し、かつ日米韓の連携

を壊そうとすることである。この際、日本にとっての不利益は甘受し、日韓関係の在り方

を見直すことは、日本の将来にとって必要不可欠なことではないだろうか。

韓国の不買運動は、全体の売り上げから見てほんの数％の問題である。ただ、対馬や鳥

取の観光など大きな被害を受けるものもある。それについては、日本全体でこうした地域

への観光を増やす運動を繰り広げるなど、サポートを増やしていってほしいと思う。

（元・在韓国特命全権大使 武藤正敏）
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・日韓幹部候補生交流中止で気になること

韓国側からの日韓GSOMIA（日韓軍事情報包括保護協定）の破棄を受けて、早速、北朝

鮮が探りを入れ始めました。24日朝、日本海に向けて2発の弾道ミサイルを発射したので

す。

高度が97キロと高くなっていることから見て、5月から発射を続けてきたロシアのイス

カンデルの北朝鮮版KN-23シリーズだとしても、改良型か、意識的に高度を上げて、THA

AD（終末高高度防衛）ミサイルの迎撃可能高度を飛行させ、米国の反応と日米韓の情報

連携を試しているのではないかとみられます。

むろん、狙いは１）日韓GSOMIA破棄に怒りを隠さない米国が、どのような反応を見せ

るか、２）11月24日まで期限を残している日韓GSOMIAを通じて、韓国側が着弾地点など

を正確に割り出すことができるか、つまり、期限までであるにせよ、日韓GSOMIAが機能

するのか、その2点を探るところにあると思われます。

北朝鮮のKN-23の着弾地点の特定に日韓GSOMIAを通じた日本側の情報がいかに有用であ

ったか、韓国にとってGSOMIAが死活的に重要であるかは、西恭之氏（静岡県立大学特任

助教）が日本で最も早く分析しておりますので、7月29日号のテクノ・アイをご参照くだ

さい。

当然の事なのでしょうが、GSOMIAの破棄で日韓の軍事交流にも影響が出はじめました。

24日朝に飛び込んできたのは、次のニュースでした。

「8月末に予定されていた陸上自衛隊と韓国陸軍の幹部候補生同士の交流事業が韓国側の

意向で中止になったことが24日、防衛省への取材で分かった。韓国が軍事情報包括保護協

定（GSOMIA）破棄を決めたことに加え、日韓関係の悪化が安全保障分野にも及んでいる

実態が一層鮮明になった。

今後、部隊レベルの交流を控える動きの広がりも懸念される。
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防衛省によると、陸自の幹部候補生学校と韓国陸軍の士官学校が、信頼関係を醸成する

ため年に1回、数十人から数百人の幹部候補生を互いの国に訪問させている。2007年に陸

自側が韓国を訪問し、08年以降は双方が行き来している」（8月24日付共同通信）

実は、私はニュースが伝えられる12時間前の23日17時4分、次のツイートをしたばかり

でした。

「2012年8月10日、李明博大統領が日本領土である竹島に上陸したとき、陸上自衛隊幹部

候補生学校の候補生は交流行事で韓国訪問の予定だった。中止かと危ぶまれたとき韓国陸

軍から『我々は馬鹿な大統領の言動に左右されずにいこう』と連絡あり。行事は滞りなく

実施。GSOMIA破棄、韓国軍部は動きを見せるか」

これは李明博大統領が日本領土である竹島を侵犯した12日後の8月22日、幹部候補生学

校に講話に行ったおり、当時の田浦正人学校長（2019年8月に北部方面総監で退職）から

じかに聞いたことです。この韓国の候補生との交流は2007年当時の番匠幸一郎学校長が始

めたものです。

そのような経緯がある日韓の候補生による交流です。2018年10月の国際観艦式（済州島）

で海上自衛隊旗を掲げた護衛艦が入港するのを拒否し、日本側が護衛艦の派遣を中止し、

同年12月の韓国駆逐艦による海上自衛隊P-1哨戒機に対するレーダー照射事件と、それを

受けた2019年10月の海上自衛隊観艦式への韓国艦艇の招待見送りを受けても、韓国軍の中

核である陸軍側の意向もあり、これまで通り続けていく方向にありました。それが韓国側

から断ち切られたのですから、文在寅政権に対する韓国軍部の出方が注目されます。

ついでながら、文在寅大統領が合同参謀議長、空軍参謀総長を務めた鄭景斗（チョン・

ギョンドゥ）大将を国防相に起用したのも、文氏から見ると「親日的」とも思われる陸軍

を嫌い、主導権を奪うことが目的だったのではないか、と見ることもできるのです。

2005年まで日本の帝国陸軍の伝統である「内務班」を引き継ぎ、そのネガティブな遺産

である「シゴキ」という名の新兵いじめが問題になったこともある韓国陸軍です。朴槿恵
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大統領の父・朴正煕大統領も陸軍少将の時にクーデターで実権を握っています。韓国陸軍

は動くのか、それともだんまりを決め込むのか、注目されます。 （小川和久）

武藤特命全権大使の記事は8月初旬でしたから、韓国からGSOMIA破棄をする事はあり得

ないとの論調ですが、実際は破棄通告をして米国その他から大顰蹙を買っており、文大統

領の身内閣僚のスキャンダル隠しではないかとも報道されているようです。

一方小川先生のメルマガはかなり生々しく、韓国陸軍のクーデターにまで言及されてお

り、親北シンパシーを隠さぬ文大統領の容共ぶりに警鐘を鳴らしているのかも知れません。

いずれにしても国の方向を決めるのは韓国国民ですが、あの反日狂想曲の中で果たして

冷静な判断ができるとも思えず、全く哀れにさえ思えてきます。

今から丁度10年前、全国防衛協会創立20周年記念行事の一環で、約1週間韓国へ飛びま

した。陸海空軍の各基地見学や交流の多忙なスケジュールでしたが、その中の一番の想い

出は板門店での白善燁将軍との邂逅でした。1920年生まれの白閣下はまだご存命なら現在

99歳になられているはずです。

当時89歳の白閣下は大きな手で私の手を握りしめ、「平和は祈ったり願ったりするだけ

では手に入らず、自らの血と汗、そして自らの国は自らの手で守るとの決意が必要です」

と諭され、北朝鮮と戦い抜いた老将軍の一言一言が今も耳の奥で鳴り響いています。

韓国の若者はこの白将軍の言霊に今こそ耳を傾け、戦う相手は一体誰なのか？父祖達は

何のために血と汗を流したのかを再考する必要がありそうです。文大統領の支持率も不支

持が上回り、韓国政権末期のいつもの症状が早めに露呈していますが、日本政府は挑発や

陽動、泣き落としに惑わせられず国益優先の判断をして頂きたいと考えます。

令和元年９月１日

宮崎県防衛協会 青年部会 宮崎支部長 小 倉 和 彦


